
「所得に連動したきめ細かな給付」の本格導入のイメージ（中間とりまとめ(案) ）

これまでのご意見
・被用者保険の適用：所得 約32万円超 (収入 約106万円超)

 ※６

・給与所得ゼロ：  所得   ０万円超 (収入     74万円超)
・雇用保険の適用：  (収入 約 53万円超)

＝子育て世帯への配慮：18歳以下の
 こどもの人数に応じた給付額の加算※4

給付額は、純負担率に係る日本と諸外国(G３)
の差額などを参照しながら設定。
恒久財源の確保とあわせて検討。

給付に係る閾値となる所得水準は、純負担率や純負担額の
国際比較等を参照しながら設定。恒久財源の確保とあわせて検討。
※ 給付が消失する水準は、諸外国では概ね平均年収の50%前後。

○ 単身者、個人事業者、フリーランス、高齢者（就労し、純負担が現役並みの中低所得高齢者）も対象。

給付額※3

勤労性の所得
に応じて逓増

「年収の壁」に
配慮した一定の
加算※2

一定の勤労性の
所得

定額
公平性の観点から、
総所得に応じて
逓減・消失

個人単位※ ／ 「所得に応じたきめ細かな給付」
※公平性の観点にも配慮し、高所得の配偶者がいる場合の一定の例外を設ける。

非課税ライン 所得（勤労所得、総所得）※3,5

必要な対応の
あり方を検討し、
本格導入まで
に結論※１

※１ 給付の対象外で支援が必要な方を丁寧に把握した上で、給付と相談・就労支援の一体的な実施を含め、必要な対応のあり方を財源とともに検討し、
可能なものについては令和11年度からあわせて実施できるよう、本格導入までに結論。その際、国民年金や国民健康保険の減免・軽減制度などの
必要に応じた拡充を含め、幅広く選択肢を検討。

※２ 「年収の壁」による手取りの減少を踏まえ、第3号被保険者制度の見直しや被用者保険の適用拡大の更なる加速により「年収の壁」が解消するま
での時限的な措置。就労促進の観点から「年収の壁」に直面する方に対して手厚い給付を行うこととそれ以外の方に対する給付を含めた総合的な
バランス等を勘案して設定することとし、給付の重点化をどの程度図ることが可能であるかを含め検討。

※３ 給付に係る閾値となる所得水準及び給付額については、定期的に見直すことが可能な弾力的な仕組みとする。
※４ 子育て世帯に配慮することについては、制度の複雑化に対する懸念から慎重な意見があった。
※５ 金融所得については、制度を精緻化する中で対応。預金の利子所得も、遠くない将来の課題として検討。
※６ 正社員に比べて時間・日数が４分の３未満の短時間労働者についての要件に関する目安。
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